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地方創生テレワークとは（地方創生ｘＴＷ）

「地方創生テレワーク」とは、地方におけるサテライトオフィスでの勤務等の地方創生に
資するテレワークであり、 地方の活性化に貢献するものです。 ICT(情報通信技術)
を活用し時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方「テレワーク」が広がることで、
今までと同じ仕事を今までと違う場所でできるようになります。
「地方創生テレワーク」は、会社を辞めずに地方に移り住む「転職なき移住」、ワーケ
ーションなどによる「関係人口の増加」、東京圏企業による「地方サテライトオフィスの
設置」など、「都市部から地方への人の流れ」を加速させ、「人口の流出防止」「地方
での雇用」「新規ビジネスの創出」など、多様な形で地方の活性化に貢献します。
日本テレワーク協会の地方創生研究部会では、自治体・企業・働き手におけるぞれ
ぞれの推進上の真の課題を理解し、地方創生活性化への裾野拡大を目指していま
す。
当事務所は、日本テレワーク協会の研究部会を通じて、地方創生テレワークの普及
と活用の推進に取り組んでおります。



遠隔地勤務制度とは（多様な働き方ｘＴＷ）

当事務所では、地方創生テレワークAction宣言の中で、遠隔地勤務制度の推進へ
の取り組みについてお示ししております。
「遠隔地勤務制度」とは、多様な働き方の一つとしてテレワーク主体の就業環境の
定着に伴い、居住場所の制限を見直して通勤可能な距離を超える遠隔地での居住
や就業を認める勤務制度です。近年、ICTを活用したリモートオフィスの整備や、各種
手当の見直しを含む労働条件の整備が進んできました。
このような各社の取り組みにより、単身赴任の解消や、職場から遠距離に住む家族の
介護のため近隣に転居が可能となるなど、社員が会社を辞めずに地方で就業を継続
したり、地方の社員を採用しやすくなり、従業員のエンゲージメントの向上と企業の
人財力の向上に繋がることが期待されます。
今後、各社で「遠隔地勤務制度」の導入・定着を進めていくためには、テレワーク中心
の職場や業務の切り出し、人事制度の見直し、通勤や住宅制度の見直し等の対策
が必要となります。さらに、各社の事例を基に、これから取り組む企業の制度設計の
参照モデルが蓄積されていくことでしょう。また、地方創生テレワークを通じて会社を辞
めずに地方に移り住む「転職なき移住」の事例も蓄積されていくことでしょう。



地方創生テレワークAction宣言
https://www.chisou.go.jp/chitele/sengen/index.html
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地方創生テレワークAction宣言
企業・団体一覧
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他、多数小林勝哉社会保険労務士事務所の登録



企業事例

エッセンス

遠隔地勤務制度参照モデルについて
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■遠隔地勤務制度参照モデルの狙い
　遠隔地地勤務を可能とする会社制度により、社員の笑顔溢れる職場を全国に広げる。

　社員の立場では、郷里の家族の介護、遠方での専門療養、伴侶の転勤に伴う退職や
単身生活の解消、障害を持っても安心などのベネフィットを具現化する。
　企業の立場では、採用力の向上、多様な人材戦略、創造性の向上、地方創生テレワ
ークを活用した各地域の優秀な人材確保に繋げる。

　目的別に制度概要、公開情報のリファレンス、および企業事例のエッセンスを整理し、
広く企業実務者に届ける活動を進めてまいります。

■遠隔地勤務制度参照モデルの構成の一例

制度概要

目的　：　採用

「健常者」

「障がい者」

公開情報の

リファレンス

制度概要

目的　：　雇用継続

「健常者」

「障がい者」



行政の在宅勤務を中心とするテレワーク支援の取り組み
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行政の障がい者のテレワーク支援への取り組み
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※東京都の事業の例



行政の〇〇と仕事の両立支援への取り組み
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ご一緒に、テレワークを活用して、
社員の笑顔あふれる職場作りを
進めてまいりましょう。
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